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研究成果の概要： 

熱帯の沿岸域に広く分布している泥炭湿地は効果的な炭素の吸収源・貯蔵庫として機能して

いる。しかし、泥炭地域の多くは農地として開発されているが、泥炭土壌生成過程の特性から、

農耕不適地となり二次林のような荒廃地として放置され、結果として巨大な炭素の発生源とな

っている。泥炭土壌からの炭素発生に関する特性、荒廃地を炭素の吸収源とするための方策に

ついて検討を行った。その結果、泥炭農地からの炭素発生量は土壌水分状態によって大きく変

化することが明らかになった。泥炭荒廃地を炭素の吸収源とするためには、本来の生態系、す

なわち泥炭湿地林に戻し、さらにメラルーカ（Melaleuca cajuputi）を植林し、且つ材を利

用していくのが最適な土地管理・利用方法であるとの結論を得た。 
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１．研究開始当初の背景 

熱帯の沿岸域に広く分布している泥炭湿地
は効果的な炭素の吸収源・貯蔵庫として機
能している。しかし、1970 年代から、人口
増加、食糧問題によって、これら泥炭地域
は農地化へと開発が進められている。 こ
れら熱帯泥炭地域の開発は必ずしも成功し
ていない。農地化が成功しない理由として
は、これら熱帯泥炭湿地の生成過程に関係
している。泥炭層の厚みは場所によって大
きく異なるが、殆どの泥炭層の下には海成
粘土層があり、その中には硫黄を含むパイ
ライトが存在する。泥炭湿地の開発を行う
場合、最初に地域の排水が行われる。その
結果、このパイライト中に含まれる硫黄分
が酸化され、泥炭層は強酸性の酸性硫酸塩
土壌に移行する。従って、農地として開発
された多くの泥炭開発農地は、作土層が強
酸性（pH3 前後）のために農耕不適地となり
荒廃地として放棄されて、多くは、二次林
のような荒廃地として放置され炭素の発生
源となっている。 
 
２．研究の目的 

熱帯泥炭土壌は約 3,800 万 ha あり、このう

ち 2，800 万 ha は東单アジアに集中してい

る。泥炭湿地林を農地として開発した多く

の地域は荒廃地（二次林）として放置され

ている。これら熱帯地域の荒廃泥炭地域は

排水の結果、泥炭の分解も早く、さらに乾

期には野火が多発し、これら荒廃地は膨大

な二酸化炭素の排出源となっている。地球

温暖化防止の視点からも、このように荒廃

化が進んだ泥炭地域を二酸化炭素の吸収、

すなわちシンクとして機能する生態系に修

復し、持続的物質生産が可能な方策を早急

に講じる必要がある。そこで、具体的には 

(1) 熱帯泥炭地域での土地利用形態による 

炭素動態の特性を明らかにし、炭素吸収ポ

テンシャルを最大限にするための土壌・水

管理方法についての方策・技術を確立する。 

(2)東单アジアに分布する熱帯泥炭湿地は、

約 2,200 万 ha から 2,800 万 ha 分布すると

言われているが、熱帯泥炭湿地の土地被

覆・土地利用面積、特に開発された面積は

算出されていない。そこで、本研究では、

東单アジアに分布する熱帯泥炭湿地地帯の

土地被覆、土地利用面積を従来の推定より

も、より正確に推定し、その分布特性を明

確にする。 

(3)開発が放棄された泥炭湿地荒廃地の森

林再生技

術を開発

するため

に、泥炭湿

地荒廃地

の環境ス

トレスに

抵抗性の

ある樹種を、タイ单部の湿地自然林を構成

する樹種等より選抜し、環境ストレスに対

する選抜樹種の応答を解析した上で育苗・

植栽方法の改善、また造成された森林の炭

素吸収量の測定、評価を行う。 

(4) 荒廃した泥炭湿地に優占するメラルー

カ・カユプテ（Melaleuca cajuputi ）の現

地住民による利用状況を明らかにし、荒廃

地の修復と資源の存続のための指針を得る。 

 

３．研究の方法 

研究はタイ国マレー半島单部に位置するナ

ラティワート県、ナコンシタマラート県の

泥炭湿地地域を対象に研究を行った。

Nakhon Si Thammarat、Khuan Khreng では、

泥炭湿地(通年湛水状態)および開発地

（Melaleuca cajuputi 人工林）を模した試

験圃場を造成した。 

(1)タイ单部泥炭地域Narathiwat,Bachoで、

泥炭土壌の消失、および泥炭土壌からの炭

素放出量の測定を行った。泥炭土壌消失の

は海 

成粘土層までパイプを打ち 

写真１泥炭沈下測定パイプ   測定込み、

地表面の 

沈下量、および地下水位を月 1回の割合で 

測定を行った。泥炭土壌からの炭素放出は 

泥炭土壌地域の自然泥炭湿地林、開発地区 

におけるオイルパーム、メラルーカ人工林 

および二次林における土壌呼吸量の測定を、 

チェンバー法を用いて行った。       

(2) 熱帯泥炭湿地の分布面積の算出には、

FAO が配信しているデジタル化された土壌図



画像（縮尺 1/250,000～1/500,000）を用いて、

目視判読により、熱帯泥炭湿地地帯をデジタ

イズして、ポリゴンデータ化した。また熱帯

泥炭湿地地帯の土地被覆、土地利用面積をよ

り詳細に推定するために、高空間解像度の衛

星リモートセンシングデータである、

Landsat TM と ETM+画像を用いて、一般的な

分類アルゴリズムで土地被覆分類を行い、①

の熱帯泥炭湿地地帯の各土地被覆種、土地利

用面積を推定した。ここで、用いた Landsat 

TM,ETM＋画像データは、凡そ1998年から2003

年にかけて撮影され、GeoCover 2000 データ

として米国 USGS から配信されている無料の

データである。また、このデータをより信頼

性の高い解析を行うためのデータとして、こ

の GeoCover 2000 データを用いて、専門家

が解析して現地専門家が精度を検証した土

地被覆データセット GeoCover LC 2000 を利

用した。さらに、本研究が対象とする沿岸域

に分布する熱帯泥炭湿地を抽出するために、

デジタル標高データ SRTM データを用いて、

標高 100m 以下の熱帯泥炭湿地を抽出した。 

(3) タイ单部の泥炭湿地自然林およびその周

辺から在来樹種の種子を採取し、ソンクラー

県のタイ国王室森林局单部造林研究センター

の苗畑において植栽試験用の苗木を作成した。

湛水環境は、苗木に低酸素ストレスという重

大なストレスを生じさせ、通常の育苗法では

湛水環境にある泥炭湿地の造林は困難である

と考えられた。そこで、苗畑において苗木を

あらかじめ湛水環境に順化させる湛水順化処

理を考案し、これによる苗木の生残率の改善

効果を調べる試験を現地で行った。また、酸

性硫酸塩土壌地域の Melaleuca cajuputi 林の

現存量とバイオマス成長を生産生態学的手法

により推定した。 

(4) タイ单部で、泥炭湿地に優先する

Melaleuca cajuputi の現地住民による利用

状況を明らかにするために，砂浜堤，泥炭

湿地（冠水林）およびその移行において個

体群構造と死亡要因の現地調査。 

 

４．研究成果 

(1)タイ单部ナラティワート県泥炭土壌開発 

地域の開発地区（Bacho1）の泥炭沈下測定結

果を図１に示す。 

図 1．開発地区（Bacho1）の泥炭沈下変化 

 

図に示すように、約 20 年間で 90cｍの泥炭沈

下、さらに 4，5 年に一回くらいの割合で大

きな泥炭沈下が見られる。これは野火による

泥炭の焼失を示している。この野火による泥

炭沈下量を修正したしたものを○で示して

いる。泥炭土壌の乾燥密度を 0.18g/cm3、泥

炭土壌中の有機物含量比を 0.8、有機物中の

炭素重量比を 0.5 と仮定すると、開発地区で

は炭素の放出量が 34.4tC/ha/年と膨大な炭

素を放出している。この内、野火による炭素

放出分が 22.0 tC/ha/年、土壌分解によるも

のが残りの 12.4 tC/ha/年となった。 

図 2に保全地区（Bacho5）の泥炭沈下測定結

果を示す。保全地区では野火の発生が見られ

なかった。図 2において、1996 年を境に泥炭

沈下速度が大きく異なっている。1996 年以前

の地下水環境は、月 1回の測定であるが、湛

水の頻度が 25.4%であるのに対して、1996 年

以降は 77.8%とほぼ通年湛水状態で管理され

ていた。この水管理の大きな違いにより、

1996 年までの炭素放出量は 23.6 tC/ha/年、

これに比べて、1996 年以降の炭素放出量は

0.5tC/ha/年と激減している。この事は、保

全地区に指定しても、水管理が中途半端な場

合、これら保全地区も大きな炭素発生源にな

る可能性を示している。   

図２．保全地区(Bacho5)の泥炭沈下変化 



 

熱帯泥炭地域において、自然泥炭湿地林およ

び開発地に於ける土壌地表面からの CO2 フラ

ックスの測定を行い、その結果を図 3に示す。 

図３．各種土壌水分条件下での土壌呼吸量 

   (Bacho and To Daeng, Narathiwat) 

 

図が示すように、土壌呼吸量は土壌水分環境

によって大きく影響される。土壌含水率が高 

くなるに従って、土壌呼吸量は低下する。ま

た、泥炭湿地林は通年湛水状態にあるにもか

かわらず、4～9 tC/ha/年の炭素放出が見ら

れるが、これは樹木の根呼吸による炭素放出

である。この様に、泥炭地域における炭素放

出量は土壌の水環境によって大きく変化す

る。 

造成した試験圃場（メラルーカ人工林）での

土壌呼吸量の連続測定を行った。その結果を

図 4に示す。図に示すように、土壌呼吸量に

は 日 変 化 が み ら れ る 。 4 ～ 8.5 μ

molCO2/m
2/sec(16～32tC/ha/year)の発生量

があり、平均値は 5.86molCO2/m
2/sec(22tC/ha 

/year)であった。この変化は、温度が上昇す

るにつれて土壌呼吸量は増加し、-1cm～-5cm

の地温との間で相関が見られる。この測定期

間中の地下水位は平均-27cm、土壌の体積含

水率は0～5cm深さで55％、5～10cmで 76％、

またここでの有機物含量は重量比 0.65～

0.80 であった。 

図４ 土壌呼吸量・地温・気温日変化 

   (Khuan Khreng, Nakhon Si Thammarat) 

 

(2) 熱帯泥炭湿地地帯の土地被覆、土地利用 

面積について、以下のような推定値が得られ

た。 

① 東单アジアに分布する熱帯泥炭湿地の

全 面 積 は 、 25,119,825ha 。 そ の う ち 、

1,030,781.25 ha(4.1%) がマレー半島マレー

シア、56,475 ha(0.2%) がタイ、5,519,781.25 

ha(22.5%)がボルネオ島（インドネシア領内）、

1,754,031.25 ha(7.0%)が、ボルネオ島（マ

レーシア領内）、 10,790,950 ha(43.1%) が、

パプア（インドネシア領内）、329,712.5 

ha(1.3%)がパプア（ニューギニア領内）、そ

して、5,638,093.75 ha(22.5%)がスマトラ島

（インドネシア）に分布する。 

②この熱帯泥炭湿地林地帯の各土地被覆・土

地利用種の面積は、以下のようであった。湿

地林は 15,181,387.5 ha、湿地林（疎林）と

潅木の混合林は 3,346,831.3 ha、二次林と潅

木の混合林は 4,866,987.5 ha、裸地・開発地

等は 822,756.3 ha、農地は 467,243.8 ha、

草地は 434,618.8ha であった。 

 

(3)  フトモモ科樹木を中心として、10 種の

湛水順化苗と対照苗が得られた。これを試験

圃場の常時湛水環境にある試験区に植栽した。

湛水順化苗は対照苗に比べ､植栽後の光合成

速度低下が小さい傾向にあった。植栽 4 ヵ月

後には、このうちの２種で湛水順化処理によ

る生存個体数への改善効果がみられた。植栽

1 年後には、3 種で半数以上の植栽木が生存し

ており、湛水順化苗の方が対照苗より生存本

数が多かった。これにより、泥炭湿地荒廃地

の森林再生に利用可能な候補樹種を複数選抜

することができ、育苗法の改善による森林再

生技術の開発に目処が付いた。 

 季節的に湛水する酸性硫酸塩土壌地域に植

栽された 10 から 13 年生の Melaleuca 

cajuputi人工林においてバイオマス推定用の

相対成長式を、地上部については 15 本、粗根

については 12 本のサンプル木から作成した。

この相対成長式と、他の研究で得られた細根

のバイオマス量が 0.69 tC ha-1であったとい

う結果を用いて 13 年生の林分の現存量を推

定したところ、地上部 58 tC ha-1、地下部 18 tC 

ha-1の全体で 76 tC ha-1であった。また 2002

年から 2008 年までの平均バイオマス成長量



を推定したところ、5.8 tC ha-1 y-1であった。 

 

(4) 砂浜堤，泥炭湿地（冠水林）およびその

移行において個体群構造と死亡要因を調べた．

冠水林にはより大サイズの個体が数多く生育

していた一方，砂浜堤には小サイズの個体が

多かった．それぞれの立地では伐採による死

亡個体もみられ，特に，冠水林においてその

割合が高かった．そこで，伐採による利用が

冠水林におけるメラルーカ個体群の存続（資

源の存続）与える影響を予測するために個体

群動態を調査し，生育段階構造モデルから資

源の消失リスクを評価した．このまま伐採・

利用を続けると，18 年後には50%を超える確

率で資源が消失するが，伐採を行わなければ

50 年は個体群が存続すると予測結果を算出

した．冠水林は保全地域として土地利用区分

されており，保護地域の緩衝帯として位置付

けられるため，現状を維持することが重要で

あると推察された．荒廃泥炭地の一部にメラ

ルーカを導入することで，荒廃地の修復と資

源の存続が見込まれることも明らかとなった． 

 

(5) まとめ 

熱帯泥炭土壌地域の開発が進んでいるが、こ

れら開発地は炭素の大きな発生源となって

いる。開発農地からの炭素発生量は土壌水分

量によって大きく変化し炭素発生量は 25ｔ

C/ha/year 前後の炭素を放出している。また、

開発地域は頻繁に野火に遭遇し、タイ单部ナ

ラティワート県泥炭土壌開発地域での 20 年

間の測定結果から、野火は 4～5 年に一度発

生し、野火による炭素放出量は年平均

22tC/ha と非常に大きな量になっている。 

東单アジアに分布する熱帯泥炭土地利用に関

して、衛星画像解析結果ら、熱帯泥炭2,500

万haの内、泥炭湿地林として残っているのは

60％で、他は二次林、灌木林、農地そして草

地であり、これら地域の多くは炭素発生源と

なっているものと推察される。荒廃した熱帯

泥炭地域を再度、炭素吸収の生態系に修復す

る方法としては、荒廃地を本来の湿地に戻し、

メラルーカを導入することで，荒廃地の修復

と資源の存続が可能と思われる。 
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